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当 初 予 算 案 総 括 表 

（単位 千円）

会 計 名 

平成 31 年度 

当初予算額 

（Ａ） 

対 前 年 度 

比率（％） 

（Ａ/Ｂ）×100 

平成 30 年度 

予 算 額 
比 較 増 減 

当 初 

（Ｂ） 

現 計 
（１月末） 

（Ｃ） 

当初比 

（Ａ－Ｂ） 

現計比 

（Ａ－Ｃ） 

一 般 会 計 8,906,000 98.7 9,023,000 10,193,439 △117,000 △1,287,439 

国民健康保険 

特 別 会 計 
2,912,352 95.5 3,049,258 3,293,430 △136,906 △381,078 

土 地 取 得 

特 別 会 計 
200 100.0 200 200 0 0 

介 護 保 険 

特 別 会 計 
1,630,136 102.2 1,594,296 1,618,327 35,840 11,809 

保険事業勘定 1,612,883 102.3 1,577,252 1,601,283 35,631 11,600 

介護サービス 

事 業 勘 定 
17,253 101.2 17,044 17,044 209 209 

公共下水道事業 

特 別 会 計 
620,474 116.9 530,773 535,433 89,701 85,041 

後期高齢者医療

特 別 会 計 
590,207 103.7 569,153 577,679 21,054 12,528 

合  計 14,659,369 99.3 14,766,680 16,218,508 △107,311 △1,559,139 



一 般 会 計 
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１．平成３１年度当初予算編成について 

内閣府が公表した平成３１年１月の月例経済報告によると、我が国の経済は、景気は

緩やかに回復しており、先行きについては、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種

政策の効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待されます。ただし、通商問題の動

向が世界経済に与える影響や、中国経済の先行きなど海外経済の不確実性、金融資本市

場の変動の影響に留意する必要があるとされています。 

こうした状況の下、大治町において当初予算を編成するにあたり、歳入面において、

町税では、納税義務者の増加による個人住民税の増収及び家屋の新築による固定資産税

の増収が見込まれます。また、地方財政対策により地方交付税の増収を見込むほか、補

助金及び基金の有効活用を図り財源の確保に努めていきます。 

一方、歳出面においては、子育て支援として、退院後の母子に対して心身のケア・育

児のサポート等きめ細かい支援を実施する産後ケア事業や、聴覚障害の早期発見・早期

療育を図る新生児聴覚検査の助成事業、さらには子育て支援講座をはじめ、子育ての相

談が身近でできる支援体制の充実に努めるなど、子どもが健やかに生まれ育ち、子育て

しやすい環境づくりにより一層の力を注いでいきます。 

また、高齢者福祉として、シニア世代の皆様が生き生きと活動できるような「健康生

きがいづくり講座」を引き続き開催していきます。 

さらに、災害対策として、国及び県が公表した最新の被害想定に基づき洪水ハザード

マップを更新するなど適切な防災情報の提供に努めるとともに、大規模災害に備えて砂

子防災公園の整備の継続や、「大治町まるごとエコタウン構想」として、街路灯のＬＥＤ

化を進めるなど、より安全・安心なまちづくりを着実に進めていきます。 

今後も、世代間の公平に配慮し、将来世代に過度な負担を残さないよう財政規律を保

ちつつ、健全で計画的な財政運営に努め、町の新たな魅力づくりにつながる事業を展開

し、住民のみなさんが安全で安心して暮らせるまちづくりが実現できるよう、平成３１

年度当初予算の編成を行いました。 
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２．予算規模 

一般会計の予算総額は、前年度当初９０億２，３００万円に対し、本年度当初８９億

６００万円とし、前年度当初対比１．３％（１億１，7００万円）の減を計上しました。 

３．歳 入 

（１）町税 

町税については、納税義務者の増加による個人町民税の増収及び家屋の新築による

固定資産税の増収が見込まれることから、町税全体では、前年度当初３７億６，５０

６万６千円に対し、本年度当初３８億６，０９７万３千円とし、前年度当初対比２．

５％（９，５９０万７千円）の増を計上しました。 

（２）地方譲与税 

地方譲与税については、前年度当初７，９１０万円に対し、本年度当初８，０１０

万円とし、前年度当初対比１．３％（１００万円）の増を計上しました。 

（３）利子割交付金 

利子割交付金については、前年度当初６６０万円に対し、本年度当初４９０万円と

し、前年度当初対比２５．８％（１７０万円）の減を計上しました。 

（４）配当割交付金 

配当割交付金については、前年度当初２，５７０万円に対し、本年度当初２，４５

０万円とし、前年度当初対比４．７％（１２０万円）の減を計上しました。 

（５）株式等譲渡所得割交付金 

株式等譲渡所得割交付金については、前年度当初２，２５０万円に対し、本年度当

初１，８６０万円とし、前年度当初対比１７．３％（３９０万円）の減を計上しまし

た。 

（６）地方消費税交付金 

地方消費税交付金については、一般財源分として２億６，０６０万円、社会保障財

源分として２億４，１４０万円を見込み、前年度当初５億３１０万円に対し、本年度

当初５億２００万円とし、前年度当初対比０．２％（１１０万円）の減を計上しまし

た。 
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（７）自動車取得税交付金 

自動車取得税交付金については、前年度当初３，８５０万円に対し、本年度当初２，

０３０万円とし、前年度当初対比４７．３％（１，８２０万円）の減を計上しました。 

（８）環境性能割交付金 

平成３１年１０月の消費税率の引上げ時に自動車取得税が廃止され、新たに創設さ

れる環境性能割交付金として、７９０万円を計上しました。 

（９）地方特例交付金 

地方特例交付金については、住宅借入金等特別税額控除に伴う個人町民税の減収及

び自動車取得税に変わり創設される環境性能割の臨時的軽減による減収を補てんする

減収補てん特例交付金並びに幼児教育・保育の無償化に係る初年度の経費を全額国負

担とすることに伴う子ども・子育て支援臨時交付金として、前年度当初５，２３０万

円に対し、本年度当初８，９００万円とし、前年度当初対比７０．２％（３，６７０

万円）の増を計上しました。 

（10）地方交付税 

地方交付税については、普通交付税を５億８，０００万円、特別交付税を過去の実

績から５，０００万円見込み、前年度当初６億円に対し、本年度当初６億３，０００

万円とし、前年度当初対比５．０％（３，０００万円）の増を計上しました。 

（11）交通安全対策特別交付金 

交通安全対策特別交付金については、前年度当初４８０万円に対し、本年度当初４

５０万円とし、前年度当初対比６．２％（３０万円）の減を計上しました。 

（12）分担金及び負担金 

分担金及び負担金については、保育所運営費保護者負担金現年度分として８，５３

１万５千円を見込むなど、前年度当初１億１，６９１万円に対し、本年度当初１億１，

４２０万３千円とし、前年度当初対比２．３％（２７０万７千円）の減を計上しまし

た。 

（13）使用料及び手数料 

  使用料及び手数料については、道路占用料として１，５００万３千円を見込むなど、

前年度当初７，９１６万２千円に対し、本年度当初８，２８０万３千円とし、前年度

当初対比４．６％（３６４万１千円）の増を計上しました。 
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（14）国庫支出金 

国庫支出金については、砂子防災公園整備に伴う財源として、社会資本整備総合交

付金３，３００万円を見込むなど、前年度当初１１億５，８６６万３千円に対し、本

年度当初１２億３，３４０万４千円とし、前年度当初対比６．５％（７，４７４万１

千円）の増を計上しました。 

（15）県支出金 

県支出金については、都市計画道路整備に伴う財源として、都市計画街路整備費補

助金２，１００万円を見込むなど、前年度当初７億７，２６０万８千円に対し、本年

度当初７億９，７９０万３千円とし、前年度当初対比３．３％（２，５２９万５千円）

の増を計上しました。 

（16）財産収入 

  財産収入については、前年度当初９５万１千円に対し、本年度当初８９万７千円と

し、前年度当初対比５．７％（５万４千円）の減を計上しました。 

（17）寄附金 

寄附金については、前年度当初と同額の２千円を計上しました。 

（18）繰入金 

繰入金については、財源調整のため、財政調整基金から６億６，０００万円、公園

整備に伴う財源として都市計画整備基金から２，０２８万１千円を見込むなど、前年

度当初６億２，４３６万７千円に対し、本年度当初６億８，０２８万６千円とし、前

年度当初対比９．０％（５，５９１万９千円）の増を計上しました。 

（19）繰越金 

繰越金については、前年度当初８，８０８万２千円に対し、本年度当初９，１３５

万円とし、前年度当初対比３．７％（３２６万８千円）の増を計上しました。 

（20）諸収入 

  諸収入については、前年度当初１億１，９７８万９千円に対し、本年度当初１億２，

７０７万９千円とし、前年度当初対比６．１％（７２９万円）の増を計上しました。 

（21）町債 

  町債については、砂子防災公園整備に伴う公共事業等債として５，９４０万円、都

市計画道路整備に伴う地方道路等整備事業債として２，１６０万円、スポーツセンタ

ーメインアリーナ天井等改修に伴う一般事業債として１億５３０万円、財源不足を補

てんするため臨時財政対策債として３億４，９００万円を計上しました。 
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４．歳 出 

（１）議会費 

 前年度当初１億２１万５千円に対し、本年度当初１億４７万５千円とし、前年度当

初対比０．３％（２６万円）の増を計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

1款 議会費  1項 議会費  1目 議会費 

○議員人件費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・議員共済会負担金 
14,527千円 

(15,033千円) 

地方議会議員年金制度廃止に伴う経過措置とし

ての給付に要する費用の公費負担を計上する。 

○議会運営費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・印刷製本費 
816千円 

(848千円) 

町民に親しまれる議会、開かれた議会への取り

組みのため、議会だよりの発行（4回）などの経

費を計上する。 

・議場等音響設備保守 

委託料 

553千円 

(389千円) 

議場及び第 1 委員会室の音響設備について、保

守点検を委託する。 

○議会ＩＣＴ化事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・議会ＩＣＴ化事業 

内訳 

システム通信料 

端末機器等借上料 

議会ＩＣＴ化備品 

購入費 

1,959千円 

(2,051千円) 

1,075千円 

873千円 

11千円 

議会運営の効率化に資するため、会議システム

を活用し、全議員にタブレット端末を貸与する

経費を計上する。 

○改選事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・改選事業 

内訳 

消耗品費 

印刷製本費 

議場立札書替え 

手数料 

タブレット端末 

初期化業務委託料 

202千円 

158千円 

12千円 

10千円 

22千円 

大治町議会議員の改選に伴い、必要な経費を計

上する。 
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（２）総務費 

総務費については、前年度当初１１億９，４１６万７千円に対し、本年度当初１２

億２，５４０万８千円とし、前年度当初対比２．６％（３，１２４万１千円）の増を

計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

2款 総務費  1項 総務管理費  1目 一般管理費 

○行政活動推進費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・地区集会所建設事業費

補助金 

170千円 

(3,200千円) 

明治町地区集会所の出入口にスロープを設置す

る改修事業に対する補助金を計上する。 

○法制事務費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・法制事務支援事業 

委託料 

3,998千円 

(721千円) 

法令情報の提供や法制執務相談などの法制支援

事業の委託に加え、町の例規整備の更なる適正

化を図るため、法令が制定改廃されたことによ

る町の例規への影響調査を行う経費を新たに計

上する。 

○公用車管理費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・公用車購入費 
1,300千円 

(6,970千円) 

購入から 15 年を経過する自家用乗用軽自動車 1

台を更新する。 

2款 総務費  1項 総務管理費  7目 電子計算費 

○電子計算業務費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・電算システム改訂支援 

業務委託料 

6,830千円 

(10,514千円) 

住民記録・印鑑登録、税・福祉システム及び情

報系システムの更新に向けての資料作成・調査

の支援・調達及び構築に伴う専門的見地からの

助言並びにＩＣＴ－ＢＣＰの策定支援業務委託

料を計上する。 

・データ抽出委託料 
29,520千円 

(31,320千円) 

既存電算システムから次期電算システムへ移行

するデータを抽出する経費を計上する。 
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2款 総務費  1項 総務管理費  8目 コミュニティセンター費 

○八ツ屋防災コミュニティセンター運営費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・駐車場区画線等修繕 

工事 
290千円 

経年劣化により薄くなった駐車場区画線の引き

直し及び思いやり標識の設置に係る経費を計上

する。 

2款 総務費  1項 総務管理費  13目 諸費 

○防犯対策費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・防犯対策補助金 
950千円 

(900千円) 

地域の防犯対策を推進するため、センサーライ

ト設置者及び防犯カメラ設置者に対し補助を行

う。 

防犯対策補助金 内訳 

  センサーライト 350千円 

  防犯カメラ   600千円 

2款 総務費  2項 微税費  2目 賦課徴収費 

○固定資産税事務費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・土地鑑定業務委託料 
10,177千円 

(1,286千円) 

市街地宅地評価法に基づき選定した標準宅地の

平成 30基準年度の価格調査基準日（平成 29年 1

月 1日）から平成 31年 7月 1日までの地価の下

落状況を把握するため、並びに、平成 33基準年

度の価格調査基準日（平成 32年 1月 1日）の鑑

定評価を実施する。 

2款 総務費  3項 戸籍住民登録費  1目 戸籍住民登録費 

○個人番号カード交付事務費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・個人番号カード交付 

事務費 

3,710千円 

(3,602千円) 

個人番号カードを円滑に交付するため、交付事

務に係る経費を計上する。 
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○個人番号カード交付事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・通知カード・個人番号

カード関連事務交付金 

7,160千円 

(6,447千円) 

地方公共団体情報システム機構に委任する、通

知カード等印刷業務、申込処理業務、個人番号

カード製造・発行業務、コールセンター業務な

どの通知カード・個人番号カード関連事務に要

する費用を負担する。 

2款 総務費  4項 選挙費  3目 参議院議員選挙費 

○参議院議員選挙費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・参議院議員選挙費 
11,958千円 

平成 31 年 7 月 28 日任期満了の参議院議員選挙

に係る経費を計上する。 

2款 総務費  4項 選挙費  4目 愛知県議会議員選挙費 

○愛知県議会議員選挙費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・愛知県議会議員選挙費 
5,858千円 

(1,773千円) 

平成 31 年 4 月 29 日任期満了の愛知県議会議員

選挙に係る経費を計上する。 

2款 総務費  4項 選挙費  5目 大治町議会議員選挙費 

○大治町議会議員選挙費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・大治町議会議員選挙費 
9,002千円 

(368千円) 

平成 31 年 4 月 29 日任期満了の大治町議会議員

選挙に係る経費を計上する。 

2款 総務費  6項 監査委員費  1目 監査委員費 

○監査委員費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・委員報酬 

内訳 

  識見を有する者 

  議会議員選出委員 

792千円 

(452千円) 

480千円 

312千円 

地方自治法改正による監査制度の充実強化や、

公共下水道事業特別会計の公営企業会計への移

行に伴い増加する業務への対応のため、監査委

員報酬を識見を有する者は年額 264,000 円から

年額 480,000 円に、議会議員選出委員は年額

188,000円から年額 312,000円に改定する。 
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（３）民生費 

前年度当初３７億７，１８７万７千円に対し、本年度当初３９億４，０２９万円と

し、前年度当初対比４．５％（１億６，８４１万３千円）の増を計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

3款 民生費  1項 社会福祉費  1目 社会福祉総務費 

○社会福祉事務費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・福祉巡回バス運転管理 

業務委託料 

3,667千円 

総合福祉センターを基点とし、町が指定したル

ートを巡回する福祉巡回バスの運転業務を委託

する。 

・大治町社会福祉協議会 

運営補助金 

30,857千円 

(29,845千円) 

社会福祉事業その他の社会福祉を目的とする事

業の健全な発達及び社会福祉に関する活動の活

発化により、地域福祉の推進を図るため、運営

補助金を計上する。 

3款 民生費  1項 社会福祉費  3目 障害者福祉費 

○心身障害者事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・心身障害者扶助料 
47,028千円 

(45,768千円) 

在宅の手帳所持者（身体障害者手帳、療育手帳

及び精神障害者保健福祉手帳）に対し、等級に

応じ手当を支給する。 

・障害福祉サービス費 
329,316千円 

(293,244千円) 

障害者の自立した生活及び社会参加の促進を図

るため、ヘルパー及び施設の利用料等を給付す

る。 

3款 民生費  1項 社会福祉費  4目 老人福祉費 

○高齢者生きがい対策事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・大治町シルバー人材 

 センター運営補助金 

21,094千円 

(20,053千円) 

高齢者の生きがい対策の一環として、高齢者に

働く機会を提供し、その能力活用を図るため、

運営補助金を計上する。 

○高齢者在宅支援サービス事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・消耗品費 
192千円 

高齢者の在宅支援サービスの一環として、救急

医療情報キットの購入費を計上する。 
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○介護保険事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・老人福祉計画及び介護 

保険事業計画策定業務 

内訳 

老人福祉計画及び介 

護保険事業計画策定 

委員謝礼 

郵送料 

老人福祉計画及び介 

護保険事業計画策定 

業務委託料 

1,660千円 

91千円 

163千円 

1,406千円 

平成 31・32年度継続事業として、第 8期大治町 

老人福祉計画及び介護保険事業計画（平成 33年

度～平成 35年度）を策定するため経費を計上す

る。 

・電子連絡帳システム 

運用事業 

内訳 

電子連絡帳接続端末 

通信料 

電子連絡帳システム 

使用料 

パソコン機器等 

借上料 

1,473千円 

(1,459千円) 

 114千円 

1,308千円 

51千円 

在宅で療養・介護サービスを受けながら生活し

ている者に対し、主治医・看護師・ケアマネジ

ャー・ヘルパーなどが連携を図り支援していく

ため、情報を共有する方法としてＩＣＴ（情報

通信技術）を活用したシステム（電子連絡帳）

を運用するための経費を計上する。 

・介護保険特別会計(保 

険事業勘定)へ繰出し 

242,511千円 

(239,122千円) 

介護保険事業の財源として、一般会計から介護

保険特別会計（保険事業勘定）へ繰り出す。 

○高齢者保護措置費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・高齢者保護措置費 
5,191千円 

(5,406千円) 

高齢者の個人としての尊厳を保ち、福祉の向上

を図るため、老人福祉法に基づく措置の実施に

係る経費を計上する。 

3款 民生費  1項 社会福祉費  5目 福祉医療費 

  〇福祉医療費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・子ども医療費 
215,280千円 

(224,910千円) 

中学校卒業までの子どもを対象に、子どもの健

康保持・増進を図るため、医療費の自己負担分

を支給する。 

・障害者医療費 
68,127千円 

 （57,558千円） 

1級から3級までの身体障害者手帳所持者等を対

象に、健康保持・増進を図るため、医療費の自

己負担分を支給する。 



- 11 - 

・母子・父子家庭医療費 
28,980千円 

 （29,400千円） 

18 才以下の者を扶養している母子・父子家庭を

対象に、健康保持・増進を図るため、医療費の

自己負担分を支給する。 

・精神障害者医療費 
12,996千円 

 （12,720千円） 

1・2 級の精神障害者保健福祉手帳所持者等を対

象に、健康保持・増進を図るため、医療費の自

己負担分を支給する。 

・後期高齢者福祉医療費 

給付金 

55,460千円 

 （57,530千円） 

後期高齢者医療制度の被保険者のうち、障害者

医療、精神障害者医療及び母子・父子家庭医療

対象者等の健康保持・増進を図るため、医療費

の自己負担分を支給する。 

・後期高齢者医療特別 

会計へ繰出し 

292,332千円 

(287,346千円) 

後期高齢者医療制度の財源として、一般会計か

ら後期高齢者医療特別会計へ繰り出す。 

3款 民生費  1項 社会福祉費  6目 老人福祉施設費 

  〇老福・在老デイサービスセンター管理運営費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・自動火災報知設備改修 

工事 

1,059千円 
火災受信機連動操作盤の基盤の故障に伴う機器

取替等の改修工事費を計上する。 

3款 民生費  1項 社会福祉費  7目 総合福祉センター費 

○総合福祉センター管理運営費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・指定管理料 
69,401千円 

(66,628千円) 

公の施設の管理に民間の能力を活用しつつ住民

サービスの向上を図るため、総合福祉センター

の運営及び管理を指定管理者に委託する。 

【新規】 

・空調設備改修工事 
1,178千円 

総合福祉センターの冷温水発生機の冷温水配管

内の流量を感知する差圧発信機の経年劣化に伴

い改修工事を行う。 

3款 民生費  1項 社会福祉費  8目 国民健康保険費 

  〇国民健康保険特別会計繰出金 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・国民健康保険特別会計 

へ繰出し 

255,203千円 

（247,427千円) 

国民健康保険事業の円滑な運営を図るため、一

般会計から国民健康保険特別会計へ繰り出す。 
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3款 民生費  2項 児童福祉費  1目 児童福祉総務費 

○児童福祉事務費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・子育てサポート相談員 

賃金 

2,348千円 

(3,112千円) 

子育てに不安や悩みを抱えている家庭または児

童虐待等の要支援家庭に対する相談や支援並び

に保育所等への就職を希望する保育士等に対す

る保育所等就職支援相談を行うため、専門員を

配置する。 

・保育サービス相談員 

賃金 

1,861千円 

(1,826千円) 

保育サービスに関する相談や情報収集業務、保

育所入所待ち家庭へのアフターフォロー業務等

を実施するため、子育て支援員（特定型利用者

支援事業）を配置する。 

・子育て支援講座事業 

  内訳 

講師謝礼 

託児委託料 

446千円 

(472千円) 

220 千円の内 170 千円 

276千円 

子育て中の保護者及び児童の養育に携わる者を

対象に、子育てのコツ、児童の生活習慣の確立、

発達支援について、子育ての手法を学ぶ子育て

支援講座全 8回を実施する。 

・印刷製本費 
231 千円の内 176 千円 

(195 千 円 の 内 168 千 円 ) 

妊娠期から学童期における子育てに関する情報

を集約した子育てガイドブック（改訂版）を作

成し、子育て支援の充実を図る。 

・地域子育て支援拠点 

事業委託料 

16,271千円 

(10,724千円) 

子育てを地域全体で支援する地域力の創出に寄

与するため、地域子育て支援センターの運営を

委託する。また、保護者の身近な場所で教育・

保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利

用できるよう支援するため、新たに子育て支援

員（基本型利用者支援事業）を配置する。 

・子育て短期支援事業 

委託料 

152千円 

(152千円) 

保護者の疾病等の理由により家庭での養育が一

時的に困難となった児童について、児童福祉施

設において一時的に養育する。 

【新規】 

・子ども・子育て支援事

業計画策定業務 

  内訳 

  子ども・子育て会議

委員謝礼 

  郵送料 

  子ども・子育て支援  

事業計画策定業務 

委託料 

1,972千円 

195千円 

415 千円の内 114 千円 

1,663千円 

教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の

提供体制の確保方策の見直しにあたり、平成

30・31 年度継続事業として、第 2 期大治町子ど

も・子育て支援事業計画（平成 32年度～平成 36

年度）を策定するため経費を計上する。 
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・あま市・大治町広域 

ファミリー・サポー 

ト・センター事業 

負担金 

2,203千円 

(2,243千円) 

児童の預かり等の援助を受けることを希望する

者と当該援助を行うことを希望する者を会員と

し、会員相互の援助活動を推進するため、ファ

ミリー・サポート・センター事業をあま市と合

同実施する。 

3款 民生費  2項 児童福祉費  2目 児童措置費 

○保育所運営費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・施設型教育・保育 

給付費等委託料 

830,355千円 

(762,100千円) 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者

に対し、施設型給付費、地域型保育給付費及び

委託費を支給する。 

・病児・病後児保育事業

委託料 

11,241千円 

(9,137千円) 

保護者の子育てと就労の両立を支援するため、

家庭で保育できない病気又は病気回復期にある

児童を一時的に保育する病児・病後児保育事業

の運営を委託する。 

・民間保育所運営費 

補助金 

27,280千円 

(40,616千円) 

民間保育所等の健全な運営及び施設整備の促進

を図るため、運営費を助成する。また、新たに

認定こども園のブロック塀について、建築基準

に適合しない箇所の改修に係る工事費を助成す

る。 

・特別保育事業費等 

補助金 

43,702千円 

(33,145千円) 

障害児保育、延長保育、一時預かり等の特別保

育事業を円滑に実施するため、民間保育所等に

対し事業費を助成する。 

・保育補助者雇上強化 

事業費補助金 

8,806千円 

(13,290千円) 

保育士の業務負担を軽減し、保育士の離職防止

を図ることを目的として、保育士資格を持たな

い短時間勤務の保育補助者を雇用する民間保育

所等に対し、必要な経費を助成する。 

【新規】 

・保育所等事故防止推進

事業費補助金 

4,523千円 

保育の現場において睡眠中などの場面で発生し

やすい重大事故を防止するため、事故防止のた

めに役立つ備品を購入する民間保育所等に対

し、必要な経費を助成する。 

○児童手当費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・児童手当 
685,200千円 

(683,460千円) 

次世代の社会を担う子どもの健やかな育ちを支

援するため、中学校修了前の子どもを養育する

保護者等に児童手当を支給する。 
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3款 民生費  2項 児童福祉費  4目 児童クラブ費 

  〇児童クラブ管理運営費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・指定管理料 
31,198千円 

(31,006千円) 

放課後児童の健全な育成を図るため、放課後児

童クラブの運営及び管理を指定管理者に委託す

る。 

（４）衛生費 

前年度当初８億１，４６９万２千円に対し、本年度当初８億４，２３０万４千円と

し、前年度当初対比３．４％（２，７６１万２千円）の増を計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

4款 衛生費  1項 保健衛生費  3目 環境衛生費 

○環境保全事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・住宅用太陽光発電 

システム設置費補助金 

1,300千円 

(2,250千円) 

地球温暖化防止施策として、再生可能エネルギ

ーの導入を推進するため、住宅用太陽光発電シ

ステムの設置に要する経費の一部を補助する。 

4款 衛生費  1項 保健衛生費  4目 保健センター費 

○総務事務費

項  目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・自殺対策推進事業 

内訳 

いのちを支える 

自殺対策推進委員会 

委員謝礼 

講師謝礼 

消耗品費 

312千円 

13千円 

200千円 

270 千 円 の 内 99 千 円 

自殺対策基本法に基づき、誰も自殺に追い込ま

れることのない社会の実現を目指した自殺対策

を推進するため、委員謝礼やゲートキーパー養

成講座、普及啓発に係る経費を計上する。 

【新規】 

・骨髄提供者支援補助金 
210千円 

骨髄提供者の負担を軽減し、骨髄及び末梢血幹

細胞の移植を推進するため、骨髄提供者及び骨

髄提供者が勤務する事業所に対して補助金を交

付する。 

○母子保健事業費

項  目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・妊産婦・乳児健康 

診査等委託料 

39,192 千円の内 37,752 千円 

(37,395千円) 

妊産婦・乳児の健康管理のための健康診査に係

る経費を計上する。 
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【新規】 

・新生児聴覚検査事業 

内訳 

妊産婦・乳児健康診

査等委託料 

妊産婦・乳児健康診

査等審査支払 

手数料 

  妊産婦・乳児健康診

査費等補助金 

1,610千円 

39,192 千円の内 1,440 千円 

179 千円の内 10 千円 

1,840 千円の内 160 千円 

受診者の経済的負担を軽減し、聴覚障害児の早

期発見、早期療育を図るため、新生児聴覚検査

に係る経費を計上する。 

【新規】 

・産後ケア事業委託料 
432千円 

産後の母子を産婦人科病院等に宿泊させ、休養

の機会を提供するとともに心身のケアや育児の

サポート等を行い、安心して子育てができるよ

う支援するため産後ケア事業を実施する。 

○成人・老人保健事業費

項  目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・がん検診・肝炎検査等 

委託料 

32,354千円 

(34,251千円) 

がん等の病気を早期発見、早期治療することを

目的に、がん検診・肝炎検査等に係る費用を計

上する（乳がん・子宮頸がん・肝炎の節目年齢

無料検診を含む）。 

○感染症対策事業費

項  目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・風しんに関する追加的

対策事業 

内訳 

消耗品費 

印刷製本費 

  郵送料 

  各種予防接種委託料 

14,856千円 

8 8 千 円 の 内 7 千 円 

652 千円の内 334 千円 

753 千円の内 415 千円 

113,400 千円の内 14,100 千円 

風しんの抗体保有率が低い世代の男性に対し、

抗体検査及び予防接種を実施するための経費を

計上する。 

・各種予防接種委託料 
113,400千円の内 99,300 千円 

 (101,988千円) 

各種予防接種に係る経費を計上する（町指定医

療機関以外で接種できる愛知県広域予防接種に

係る経費を含む）。 

【新規】 

・予防接種費用負担軽減

助成費 

5 2 0 千 円 の 内 1 9 8 千 円 
骨髄移植等の医療行為により免疫を消失した者

の再接種に係る費用を助成する。 



- 16 - 

4款 衛生費  2項 清掃費  1目 塵芥処理費 

○塵芥処理事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・消耗品費 
17,286千円 

(18,152千円) 

ごみ分別の徹底及び収集の円滑化を図るため、

可燃ごみ（大・小）、プラスチックごみ（大・

小）及び不燃ごみ（大・小）のごみ袋 6 種類を

購入する経費を計上する。 

・資源回収拠点分別指導

委託料 

1,398千円 

(1,328千円) 

ごみの減量と資源の有効利用を推進するため、

役場前資源回収拠点に分別指導及び整理整頓等

を行う分別指導員を配置する。 

【新規】 

・災害廃棄物処理計画 

策定業務委託料 

5,951千円 

災害発生後の早期復旧・復興を果たすべく、あ

らかじめ災害が発生した際の廃棄物の迅速かつ

適正な処理に資するための計画を定める。 

・海部地区環境事務組合 

負担金 

191,851千円 

(190,669千円) 

生活環境の保全を図るため、海部地区環境事務

組合において、可燃ごみ、プラスチックごみ、

不燃ごみ等を処理する経費を負担する。 

4款 衛生費  2項 清掃費  2目 し尿処理費 

○し尿浄化槽処理事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・印刷製本費 
228千円 

町内の浄化槽清掃状況を把握するために必要な

伝票作成に要する経費を計上する。 

・海部地区環境事務組合 

負担金 

46,014千円 

(54,860千円) 

生活環境の保全を図るため、海部地区環境事務

組合において、し尿及び浄化槽汚泥の処理に要

する経費を負担する。 

（５）農林水産業費 

前年度当初６，９７９万円に対し、本年度当初５，９４１万円とし、前年度当初対

比１４．９％（１，０３８万円）の減を計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

5款 農林水産業費  1項 農業費  4目 農地費 

○土地改良事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・地域用水環境整備事業 

負担金 

7,000千円 

(14,000千円) 

萱津排水路ボックスカルバート区間を散策路と

して整備するための負担金を計上する。 
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・緊急農地防災事業 

 負担金 

3,400千円 

 (3,800千円) 

円楽寺排水機場の老朽化に伴う施設更新を県営

緊急農地防災事業として行うための負担金を計

上する。 

○農業用施設管理費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・修繕料 
612千円 

(778千円) 

農業経営の安定化を図るため、農業用施設の維

持修繕を行う。 

 

（６）商工費 

   前年度当初４，９１１万４千円に対し、本年度当初４，９６８万円とし、前年度当

初対比１．２％（５６万６千円）の増を計上しました。 

   主な事業は、次のとおりです。 

6款 商工費  1項 商工費  2目 商工振興費 

○施設管理費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・修繕料 761千円 
町内 3 箇所にある電灯式案内板を修繕するため

の経費を計上する。 

○商工対策費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・商工会補助金 
3,406千円 

(3,418千円) 

商工会が行う商工業の振興等を図るために要す

る事業費に対しての補助金を計上する。 

・小規模事業指導費 

補助金 

14,259千円 

(14,223千円) 

商工会が行う小規模事業者の振興と経営安定に

要する事業費に対しての補助金を計上する。 

・愛知県大型観光 

キャンペーン会費 

50千円 

(50千円) 

全国規模の観光キャンペーンを展開する協議会

の会費を計上する。 

○金融対策費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・小規模企業等振興資金

信用保証料補助金 

654千円 

(801千円) 

小規模企業等振興資金融資制度により融資を受

けた者が支払う信用保証料に対しての補助金を

計上する。 

・小規模企業等振興資金

協調金 

25,000千円 

(25,000千円) 

小規模企業等振興資金融資制度の運用資金とし

て県と協調し、取扱金融機関に預託する。 
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6款 商工費  1項 商工費  3目 消費者行政推進費 

○消費者行政推進費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・海部地域消費生活 

センター負担金 

759千円 

(634千円) 

海部地域の消費生活相談事務を津島市が一括し

て行うための事業費に対する負担金を計上す

る。 

（７）土木費 

前年度当初８億７，００１万円に対し、本年度当初８億４，９４４万５千円とし、

前年度当初対比２．４％(２，０５６万５千円)の減を計上しました。 

  主な事業は、次のとおりです。 

7款 土木費  2項 道路橋りょう費  1目 道路維持費 

○道路維持管理費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・橋りょう点検業務 

委託料 

18,000千円

(2,200千円) 

道路法等の改正により、5年に 1度の定期点検が

義務化されたため、平成 26年度に点検を実施し

た橋りょう 54橋について点検を実施する。 

○道路維持修繕工事費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・道路維持修繕工事 
72,800千円 

(73,600千円) 

道路機能を確保するため、既設側溝の維持修繕、

舗装の維持修繕及び橋りょうの修繕を行う。 

○側溝暗渠清掃費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・側溝暗渠清掃 
19,400千円 

(18,500千円) 

排水施設の機能を確保するため、側溝暗渠の清

掃を行う。 

○側溝新設工事費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・側溝新設工事 
25,200千円 

(25,000千円) 

路面排水及び生活排水施設の整備を図るため、

新たな側溝の整備を行う。 
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7款 土木費  3項 交通安全対策費  1目 交通安全対策費 

○交通安全対策事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・ＬＥＤ照明借上料 
3,250千円 

ＬＥＤ照明導入調査により、ＬＥＤ化後 CO2 の

削減及び消費電力削減の効果が得られる結果が

出たため、町内の街路灯をＬＥＤ化のうえ、リ

ース契約を行う。 

○交通安全施設修繕工事費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・維持修繕工事 
2,950千円 

(5,150千円) 

道路交通の安全を維持するため、区画線、街路

灯等の交通安全施設の維持修繕を行う。 

○街路灯設置工事費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・街路灯設置工事 
2,100千円 

(2,390千円) 

道路交通のさらなる安全を確保するため、街路

灯の設置を行う。 

○反射鏡設置工事費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・道路反射鏡設置工事 
3,440千円 

(3,980千円) 

道路交通のさらなる安全を確保するため、道路

反射鏡の設置を行う。 

  

7款 土木費  4項 河川費  1目 河川維持費 

○河川浚渫費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・河川浚渫 
45,500千円 

(44,400千円) 

用排水機能を確保するとともに、生活環境の改

善を促進するため、河川の浚渫を行う。 

○河川維持修繕工事費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・河川維持修繕工事 
5,300千円 

(5,100千円) 

河川への転落を防止するための安全対策とし

て、新たな防護柵の設置や既設防護柵の維持修

繕を行う。 
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7款 土木費  4項 河川費  2目 河川新設改良費 

○普通河川改良工事費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・普通河川改良工事 
45,100千円 

(44,700千円) 

用排水機能の向上と生活環境の整備を促進する

ため、河川の改修を行う。 

7款 土木費  4項 河川費  3目 排水施設費 

○排水施設維持管理費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・維持修繕工事 
2,800千円 

(15,800千円) 

経年劣化に伴い、円楽寺排水機場自家用発電機

の蓄電池及び西條排水機場主ポンプ用設備の予

備空気槽弁の部品取替工事を行う。 

7款 土木費  5項 環境対策費  1目 環境対策費 

○道路河川草刈工事費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・公共施設（道路・ 

河川）草刈工事 

24,800千円 

(18,300千円) 

道路・水路敷地等の公共施設の良好な環境の保

持と適正管理を図るため、草刈工事を行う。 

7款 土木費  6項 都市計画費  1目 都市計画総務費 

○都市計画総務事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・都市計画マスタープラ

ン等策定業務委託料 

15,000千円 

現行の大治町都市計画マスタープランが平成 32

年度までの計画期間であるため、平成 31・32年

度継続事業として、次期 10 年（平成 33 年度～

平成 42年度）の計画の策定を行う。 
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○公園整備事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・砂子防災公園整備事業 

 

  内訳 

  消耗品費 

登記委託料 

土地評価業務委託料 

物件調査業務委託料 

土地購入費 

物件補償費 

101,748千円 

（155,450千円） 

 

9 2 千 円 の 内 5 8 千 円 

671 千円の内 600 千円 

1,090 千円の内 90 千円 

2,000千円 

90,400 千円の内 70,200 千円 

28,800千円 

地域住民の生命を守ることを目的とした災害時

における一次避難地として、平成 30年度から引

き続き砂子防災公園を整備する。 

 

7款 土木費  6項 都市計画費  2目 街路事業費 

○街路整備事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・都市計画道路整備事業 

 

  内訳 

  都市計画道路整備 

  工事 

45,000千円 

（107,820千円） 

 

45,000千円 

 

地域活動や交通の利便性の向上を図ることを目

的とした都市計画道路堀之内砂子線を整備す

る。 

 

（８）消防費 

   前年度当初３億９，２７２万２千円に対し、本年度当初３億９，７５５万円とし、

前年度当初対比１．２％（４８２万８千円）の増を計上しました。 

   主な事業は、次のとおりです。 

8款 消防費  1項 消防費  2目 消防施設費 

○消防施設費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・消防施設整備費 

 補助金   

506千円 

(764千円) 

各地域の消防に供する施設（消火器ボックス等）

の整備に必要な経費を補助する。 

 

8款 消防費  1項 消防費  4目 災害対策費 

○災害対策費  

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・報償費 
416千円 

(86千円) 

災害対策を推進するため、町職員を対象とした

防災研修を実施する。 
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【新規】 

・ハザードマップ作成 

事業 

内訳 

印刷製本費 

ハザードマップ作成 

業務委託料 

15,444千円 

3,982千円 

11,462千円 

各家庭における防災・減災対策を推進するため、

想定しうる最大規模の降雨に伴う洪水により氾

濫した場合の浸水状況を含むハザードマップを

作成し、全世帯に配布する。 

【新規】 

・避難所標識設置等工事 
2,343千円 避難所標識の新設、撤去及び改修を行う。 

・災害対策用備品購入費 
1,086千円 

(1,620千円) 

防災体制の充実を図るため、車載型衛星電話を

購入する。 

○備蓄事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・消耗品費 
3,023千円 

(7,262千円) 

避難生活に必要なアルファ化米等の備蓄品を購

入する。 

○自主防災育成費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・自主防災組織補助金 
1,550千円 

(1,550千円) 

自主防災組織の設立及び活動を推進するための

経費を補助する。 
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（９）教育費 

前年度当初１３億１，４７３万２千円に対し、本年度当初９億６，９５３万６千円

とし、前年度当初対比２６．３％（３億４，５１９万６千円）の減を計上しました。 

 本年度の各学校児童・生徒数、学級数の見込み及び主な事業は、次のとおりです。 

区分 

大治小学校 大治南小学校 大治西小学校 大治中学校 

児童数 学級数 児童数 学級数 児童数 学級数 生徒数 学級数 

人 学級 人 学級 人 学級 人 学級

1年 152(3) 5 109(4) 4 103(4) 3 358(3) 11 

2年 157(4) 5 105(4) 3 111(2) 4 327(3) 9 

3年 157(4) 4 104(4) 3 105(1) 3 329(5) 9 

4年 131(4) 4 118(6) 3 97 3 

5年 136(5) 4 130(4) 4 93(2) 3 

6年 118 3 120(1) 3 116(2) 3 

特別支援学級    (20) 5 (23) 4 (11) 2 (11) 2 

計 851(20) 30 686(23) 24 625(11) 21 1,014(11) 31 

( )内は、特別支援学級の児童・生徒内数 

9款 教育費  1項 教育総務費  2目 事務局費 

○学校教育総務事務費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・長寿命化計画（個別 

施設計画）策定業務 

委託料 

10,571千円 

限られた財源や人員の中で、トータルコストの

縮減や予算の平準化など、計画的に施設整備を

進めるための中長期的な計画を策定する。 

9款 教育費  2項 小学校費  1目 学校管理費 

○学校事務管理費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・印刷製本費 
3,576 千円の内 3,454 千円 

小学校 3・4年生の授業で使用する社会科副読本

「わたしたちの町 大治」の改訂及び印刷に必

要な経費を計上する。 
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○学校整備工事費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・大治南小学校給水配管 

改修工事 

1,980千円 

受水槽から南館へと繋がる給水配管の内、受水

槽から北館玄関前までの老朽化した配管の敷設

替えを行う。 

・大治南小学校屋上シー

ト防水修繕工事 
836千円 

老朽化に伴い強風で捲れ上がった防水シートの

修繕工事を行う。 

・学校運動場整備修繕 

工事 
1,034千円 

大治小学校運動場への砂の散布及び大治南小学

校、大治西小学校運動場への塩化カルシウムの

散布並びに整地作業を行う。 

○学校備品購入費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・一般校具備品 
4,673千円 

(7,954千円) 

経年劣化等により故障や機能の低下した備品を

更新する経費を計上する。 

・児童用机・椅子、事務机・椅子、教師用机、

折りたたみ椅子、教卓、保管庫、ロッカー、卓

上丁合機、配膳台、保存食専用冷凍庫等 

・教科教材備品 
1,985千円 

(1,549千円) 

経年劣化等により故障や機能の低下した備品を

更新する経費を計上する。 

・電子ミシン、教室用キーボード、ＣＤラジカ

セ、オージオメーター、電子ミシン、二つ折り

エバーマット、気体検知管、ボンゴ、ボンゴス

タンド等 

9款 教育費  3項 中学校費  1目 学校管理費 

○学校整備工事費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・学校運動場整備修繕 

工事 
385千円 

大治中学校運動場への塩化カルシウムの散布並

びに整地作業を行う。 

○学校備品購入費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・一般校具備品 
3,047千円 

(2,267千円) 

経年劣化等により故障や機能の低下した備品を

更新する経費を計上する。 

・生徒用机・椅子、職員用机・椅子、ホワイト

ボード、アルミパイプ椅子、はしご兼用脚立、

充電式クリーナー、折りたたみアルミリヤカー

等 
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・教科教材備品 
3,290千円 

(3,385千円) 

経年劣化等により故障や機能の低下した備品を

更新する経費を計上する。 

・卓上製氷機、卓球台、フェンス、走高跳クロ

スバー・スタンド、グランドレーキ、バレー支

柱、電子てんびん、コートブラシ、ソプラノサ

ックス等 

9款 教育費  4項 社会教育費  1目 社会教育総務費 

○学校支援地域本部事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・学校支援地域本部 

事業費 

2,796千円 

(2,752千円) 

地域住民等にボランティアとして登録していた

だき、授業等における学習補助など、学校の教

育支援活動を地域全体で行う。また、中学校３

年生を対象とした学習支援を西公民館において

実施する。 

○子ども・若者支援地域協議会運営費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・子ども・若者支援地域 

協議会運営費 

内訳 

講師謝礼 

普通旅費 

消耗品費 

140千円 

100千円 

20千円 

20千円 

あま市と合同でニートや引きこもりなど社会生

活を営む上で困難を有する子ども・若者に対し

て、円滑な社会生活を営むことができるように

地域の関係機関がネットワークを形成し、より

一層の連携を図るための協議会を運営する。 

9款 教育費  4項 社会教育費  2目 公民館費 

○公民館事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・公民館講座・教室事業 

内訳 

講師謝礼 

消耗品費 

公民館講座委託料 

1,672千円 

(1,883千円) 

1,258千円 

18千円 

396千円 

住民の方が教養や趣味等の知識や技術を高めら

れ、なおかつ仲間づくりの機会もできる生涯学

習の場を提供するため、公民館講座を開催する。

また、シニア世代を対象に、生きがいづくりに

繋がるよう「シニアいきいき講座」を開催する。 

・公民館事業委託料 
275千円 

(260千円) 

住民に芸術に親しむ機会を提供するため、クリ

スマスコンサートを開催する。 
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○西公民館施設管理費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・大治町立西公民館防煙 

垂壁設置工事 

184千円 
特定建築物定期報告に基づき、防煙垂壁を設置

する工事を行う。 

9款 教育費 5項 保健体育費 1目 保健体育総務費 

○生涯スポーツ振興費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・スポーツセンター講座 

委託料 

1,973千円 

(1,278千円) 

スポーツや運動活動への関心を高めるため、幅

広い年齢層を対象とした体力づくりや健康づく

りを目的とした講座を開催する。 

9款 教育費  5項 保健体育費  2目 体育施設費 

○スポーツセンター管理運営費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

【新規】 

・特別管理産業廃棄物収

集運搬処理委託料 

324千円 

中学校夜間照明施設の高圧受電設備を改修した

際に発生した低濃度ＰＣＢ汚染物（トランス１

台）を無害化処理認定施設で処理するための経

費を計上する。 

・スポーツセンター 

 メインアリーナ 

 天井等改修事業 

  内訳 

  監理委託料 

  天井等改修工事 

144,099千円 

(543,251千円) 

3,699千円 

140,400千円 

平成 30・31年度継続事業として施工しているス

ポーツセンターメインアリーナ天井等改修工事

の経費を計上する。 

・ブロアーポンプ 

改修工事 

1,501千円 

(1,296千円) 

経年劣化により故障した浄化槽内のブロアーポ

ンプ 1基を交換する。 
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（10）公債費 

公債費については、前年度当初４億３，５６８万円に対し、本年度当初４億６，２

９０万１千円とし、前年度当初対比６．２％（２，７２２万１千円）の増を計上しま

した。 

（11）諸支出金 

諸支出金については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。 

（12）予備費 

予備費については、前年度当初１，０００万円に対し、本年度当初９００万円とし、

前年度当初対比１０．０％（１００万円）の減を計上しました。  



一 般 会 計 歳 出 予 算 案 節 別 集 計 表 
（単位 千円） 

款 

節 
１ 議会費 ２ 総務費 ３ 民生費 ４ 衛生費 ５ 農林水産業費 ６ 商工費 ７ 土木費 ８ 消防費 ９ 教育費 10 公債費 11 諸支出金 12 予備費 合 計 

構成比 

（％） 

１ 報 酬   40,068 23,539 65 3,889 2,622 117 8,363 8,823 87,486 1.0 

２ 給 料   12,332 235,138 138,054 55,925 8,904 2,389 42,469 105,391 600,602 6.7 

３ 職 員 手 当 等          21,561 277,155 93,317 34,802 6,148 1,423 29,059 8,434 68,318 540,217 6.1 

４ 共 済 費    18,967 88,322 49,480 19,786 3,249 834 14,971 38,217 233,826 2.6 

７ 賃 金   864 28,333 8,679 8,666 882 4,557 4,541 57,195 113,717 1.3 

８ 報 償 費    5,616 2,174 9,876 234 8,997 3,317 30,214 0.3 

９ 旅 費   2,092 1,346 22 80 9 4 219 3,838 358 7,968 0.1 

10 交 際 費 140 400 540 0.0 

11 需 用 費    1,188 74,920 9,675 24,618 1,360 874 35,263 16,426 134,356 298,680 3.4 

12 役 務 費    1,157 25,457 4,237 4,060 9 8 301 11,609 22,068 68,906 0.8 

13 委 託 料       575 282,851 1,001,251 362,704 710 77,066 22,323 174,214 1,921,694 21.6 

14 使用料及び賃借料          1,056 99,678 26,624 11,886 1,501 9,870 332 75,735 226,682 2.6 

15 工 事 請 負 費          1,747 7,237 9,019 297,390 2,343 146,320 464,056 5.2 

16 原 材 料 費          160 47 69 276 0.0 

17 公 有 財 産 購 入 費          108,900 1 108,901 1.2 

18 備 品 購 入 費          11 3,067 222 288 1,431 16,755 21,774 0.2 

19 負担金補助及び交付金 464 65,128 148,171 302,982 24,763 19,148 19,390 308,691 103,143 991,880 11.1 

20 扶 助 費    1,661,035 2,735 15,257 1,679,027 18.9 

21 貸 付 金    25,000 25,000 0.3 

22 29,010 29,010 0.3 

23 償還金利子及び割引料 12,222 462,901 475,123 5.3 

25 積 立 金    361 361 0.0 

27 公 課 費    128 7 175 310 0.0 

28 繰 出 金    790,047 180,703 970,750 10.9 

29 予 備 費    9,000 9,000 0.1 

合 計 100,475 1,225,408 3,940,290 842,304 59,410 49,680 849,445 397,550 969,536 462,901 1 9,000 8,906,000 100.0 

構成比(％) 1.1 13.8 44.2 9.4 0.7 0.6 9.5 4.5 10.9 5.2 0.0 0.1 100.0 

- 3
0
 - 
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一 般 会計 歳 入歳 出 予算 案 款別 集 計 表 

１．歳 入 （単位 千円） 

款 
平成 31年度 

当初予算額 
構成比 
（％） 

対前年 

度比率 

（％） 

平 成 3 0 年 度 予 算 額 比 較 増 減 

当 初 
構成比 

（％） 
現計(１月末) 当 初 比     現 計 比     

１ 町 税 3,860,973 43.4 102.5 3,765,066 41.7 3,765,066 95,907 95,907 

２ 地 方 譲 与 税 80,100 0.9 101.3 79,100 0.9 79,100 1,000 1,000 

３ 利 子 割 交 付 金 4,900 0.1 74.2 6,600 0.1 6,600 △1,700 △1,700 

４ 配 当 割 交 付 金 24,500 0.3 95.3 25,700 0.3 25,700 △1,200 △1,200 

５ 株式等譲渡所得割交付金 18,600 0.2 82.7 22,500 0.2 22,500 △3,900 △3,900 

６ 地方消費税交付金 502,000 5.6 99.8 503,100 5.6 503,100 △1,100 △1,100 

７ 自動車取得税交付金 20,300 0.2 52.7 38,500 0.4 38,500 △18,200 △18,200 

８ 環境性能割交付金 7,900 0.1 皆増 － － － 7,900 7,900 

９ 地 方 特 例 交 付 金 89,000 1.0 170.2 52,300 0.6 43,820 36,700 45,180 

10 地 方 交 付 税 630,000 7.1 105.0 600,000 6.6 663,586 30,000 △33,586 

11 交通安全対策特別交付金 4,500 0.1 93.8 4,800 0.1 4,800 △300 △300 

12 分担金及び負担金 114,203 1.3 97.7 116,910 1.3 116,910 △2,707 △2,707 

13 使用料及び手数料 82,803 0.9 104.6 79,162 0.9 79,162 3,641 3,641 

14 国 庫 支 出 金 1,233,404 13.8 106.5 1,158,663 12.8 1,260,532 74,741 △27,128 

15 県 支 出 金 797,903 9.0 103.3 772,608 8.6 794,218 25,295 3,685 

16 財 産 収 入 897 0.0 94.3 951 0.0 951 △54 △54 

17 寄 附 金 2 0.0 100.0 2 0.0 2,375 0 △2,373 

18 繰 入 金 680,286 7.6 109.0 624,367 6.9 676,805 55,919 3,481 

19 繰 越 金 91,350 1.0 103.7 88,082 1.0 501,118 3,268 △409,768 

20 諸 収 入 127,079 1.4 106.1 119,789 1.3 120,996 7,290 6,083 

21 町 債 535,300 6.0 55.5 964,800 10.7 1,487,600 △429,500 △952,300 

合 計 8,906,000 100.0 98.7 9,023,000 100.0 10,193,439 △117,000 △1,287,439 

２．歳 出 （単位 千円） 

款 
平成 31年度 

当初予算額 
構成比 
（％） 

対前年 

度比率 

（％） 

平 成 3 0 年 度 予 算 額 比 較 増 減 

当 初 
構成比 

（％） 
現計(１月末) 当 初 比     現 計 比     

１ 議 会 費 100,475 1.1 100.3 100,215 1.1 100,121 260 354 

２ 総 務 費 1,225,408 13.8 102.6 1,194,167 13.2 1,618,056 31,241 △392,648 

３ 民 生 費 3,940,290 44.2 104.5 3,771,877 41.8 3,882,385 168,413 57,905 

４ 衛 生 費 842,304 9.4 103.4 814,692 9.0 812,218 27,612 30,086 

５ 農 林 水 産 業 費 59,410 0.7 85.1 69,790 0.8 67,164 △10,380 △7,754 

６ 商 工 費 49,680 0.6 101.2 49,114 0.6 49,114 566 566 

７ 土 木 費 849,445 9.5 97.6 870,010 9.6 883,580 △20,565 △34,135 

８ 消 防 費 397,550 4.5 101.2 392,722 4.4 394,087 4,828 3,463 

９ 教 育 費 969,536 10.9 73.7 1,314,732 14.6 1,953,215 △345,196 △983,679 

10 公 債 費 462,901 5.2 106.2 435,680 4.8 423,498 27,221 39,403 

11 諸 支 出 金 1 0.0 100.0 1 0.0 1 0 0 

12 予 備 費 9,000 0.1 90.0 10,000 0.1 10,000 △1,000 △1,000 

合 計 8,906,000 100.0 98.7 9,023,000 100.0 10,193,439 △117,000 △1,287,439 
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一般会計歳出予算案財源別集計表 

１. 一般財源 （単位 千円） 

款 町  税 交 付 税 雑収入・その他 合  計 構成比（％） 

１ 議 会 費      60,865 9,931 29,492 100,288 1.6 

２ 総 務 費      682,052 111,292 330,489 1,123,833 17.7 

３ 民 生 費      1,215,218 198,289 588,834 2,002,341 31.5 

４ 衛 生 費      457,541 74,658 221,701 753,900 11.9 

５ 農林水産業費        35,535 5,798 17,219 58,552 0.9 

６ 商 工 費      14,978 2,444 7,258 24,680 0.4 

７ 土 木 費      375,889 61,334 182,137 619,360 9.7 

８ 消 防 費      232,974 38,015 112,888 383,877 6.0 

９ 教 育 費      499,524 81,508 242,045 823,077 12.9 

10 公 債 費      280,934 45,840 136,127 462,901 7.3 

11 諸 支 出 金        1 0 0 1 0.0 

12 予 備 費      5,462 891 2,647 9,000 0.1 

合 計 3,860,973 630,000 1,870,837 6,361,810 100.0 

◎雑収入・その他の内訳 

地 方 揮 発油 譲 与 税（ 2・1）  21,600 県 交 付 金（15・4）  597 

自 動 車 重量 譲 与 税（ 2・2） 58,500 財 産 運 用 収 入（16・1）   494 

利 子 割 交 付 金（ 3・1）   4,900 財 産 売 払 収 入（16・2）    1 

配 当 割 交 付 金（ 4・1）  24,500 寄 附 金（17・1）    2 

株式等譲渡所得割交付金（ 5・1）  18,600 基 金 繰 入 金（18・1）  660,000 

地 方 消 費税 交 付 金（ 6・1）  502,000 繰 越 金（19・1）  91,350 

自動車取得税交付金（ 7・1）  20,300 町 預 金 利 子（20・2） 83 

環 境 性 能割 交 付 金（ 8・1）   7,900 雑 入（20・4）  22,010 

地 方 特 例 交 付 金（ 9・1）  67,400 町 債（21・1）  349,000 

子ども・子育て支援臨時交付金（ 9・2）    21,600 

２. 特定財源 （単位 千円） 

款 国庫支出金 県支出金 町  債 分担金・その他 合  計 構成比（％） 

１ 議 会 費      187 187 0.0 

２ 総 務 費      9,229 63,658 28,688 101,575 4.0 

３ 民 生 費      1,133,798 691,254 112,897 1,937,949 76.2 

４ 衛 生 費      4,127 4,892 79,385 88,404 3.5 

５ 農林水産業費        775 83 858 0.0 

６ 商 工 費      25,000 25,000 1.0 

７ 土 木 費      67,238 29,960 81,000 51,887 230,085 9.0 

８ 消 防 費      5,147 8,526 13,673 0.5 

９ 教 育 費      19,012 1,620 105,300 20,527 146,459 5.8 

10 公 債 費      

11 諸 支 出 金        

12 予 備 費      

合 計 1,233,404 797,306 186,300 327,180 2,544,190 100.0 

◎分担金・その他の内訳 

交通安全対策特別交付金（11・1）   4,500   基 金 繰 入 金（18・1）  20,281 

負 担 金（12・1）  114,203    特 別 会 計 繰 入 金（18・2）      5 

使 用 料（13・1）  31,342     延 滞 金（20・1）   3,600 

手 数 料（13・2）  51,461     貸 付 金（20・3）  25,000 

財 産 運 用 収 入（16・1）  402 雑 入（20・4）  76,386 



国民健康保険特別会計 
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１. 予算規模

 国民健康保険特別会計の予算総額は、前年度当初３０億４，９２５万８千円に対し、

本年度当初２９億１，２３５万２千円とし、前年度当初対比４．５％（１億３，６９０

万６千円）の減を計上しました。 

なお、この予算積算時に用いた概算数値は、加入世帯数を４，５００世帯、被保険者

数を７，７００人としました。 

２. 歳 入

（１）国民健康保険税 

国民健康保険税については、前年度当初６億４，４５５万４千円に対し、本年度当

初６億６，０４７万円とし、前年度当初対比２．５％（１，５９１万６千円）の増を

計上しました。 

（２）県支出金 

県支出金については、保険給付費等交付金として１９億１，６７８万４千円を見込

むなど、前年度当初２０億２，９８４万３千円に対し、本年度当初１９億２，３０２

万３千円とし、前年度当初対比５．３％（１億６８２万円）の減を計上しました。 

（３）繰入金 

繰入金については、前年度当初２億４，７４２万８千円に対し、本年度当初２億９，

５２０万３千円とし、前年度当初対比１９．３％（４，７７７万５千円）の増を計上

しました。 

（４）繰越金 

繰越金については、前年度当初１億１，５５０万１千円に対し、本年度当初２，１

３７万８千円とし、前年度当初対比８１．５％（９，４１２万３千円）の減を計上し

ました。 

３. 歳 出

（１）総務費 

  総務費については、前年度当初１，６８７万１千円に対し、本年度当初１，４３０

万５千円とし、前年度当初対比１５．２％（２５６万６千円）の減を計上しました。 

（２）保険給付費 

保険給付費については、前年度当初１９億８，８９８万円に対し、本年度当初１９
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億８２３万９千円とし、前年度当初対比４．１％（８，０７４万１千円）の減を計上

しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

2款 保険給付費  1項 療養諸費  1目 一般被保険者療養給付費 

○一般被保険者療養給付費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・一般被保険者 

療養給付費 

1,662,000千円 

(1,718,400千円) 
一般被保険者に対し、療養の給付を行う。 

2款 保険給付費  1項 療養諸費  2目 退職被保険者等療養給付費 

○退職被保険者等療養給付費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・退職被保険者等 

療養給付費 

3,960千円 

(18,000千円) 

退職者医療制度は平成 26 年度末で新規加入が廃

止されたが、65歳到達まで資格が継続する被保険

者に対し、療養の給付を行う。 

（３）国民健康保険事業費納付金 

国民健康保険事業費納付金については、前年度当初９億９，２０４万６千円に対し、

本年度当初９億３，６９１万６千円とし、前年度当初対比５．６％（５，５１３万円）

の減を計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

3款 国民健康保険事業費納付金  1項 医療給付費分 

1目 一般被保険者医療給付費分 

○一般被保険者医療給付費分

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・一般被保険者 

医療給付費分 

652,886千円 

(677,593千円) 

所得、被保険者数、年齢階層、医療費等の情報か

ら算定された納付金額を計上し、県に納める。 
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3款 国民健康保険事業費納付金  1項 医療給付費分 

2目 退職被保険者等医療給付費分 

○退職被保険者等医療給付費分

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・退職被保険者等 

医療給付費分 

177千円 

(2,010千円) 

所得、被保険者数、年齢階層、医療費等の情報か

ら算定された納付金額を計上し、県に納める。 

3款 国民健康保険事業費納付金  2項 後期高齢者支援金等分 

1目 一般被保険者後期高齢者支援金等分 

○一般被保険者後期高齢者支援金等分

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・一般被保険者 

後期高齢者支援金

等分 

209,757千円 

(225,913千円) 

所得、被保険者数、年齢階層、医療費等の情報か

ら算定された納付金額を計上し、県に納める。 

3款 国民健康保険事業費納付金  2項 後期高齢者支援金等分 

2目 退職被保険者等後期高齢者支援金等分 

○退職被保険者等後期高齢者支援金等分

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・退職被保険者等 

後期高齢者支援金

等分 

59千円 

(686千円) 

所得、被保険者数、年齢階層、医療費等の情報か

ら算定された納付金額を計上し、県に納める。 

3款 国民健康保険事業費納付金  3項 介護納付金分 

1目 介護納付金分 

○介護納付金分

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・介護納付金分 
74,037千円 

(85,844千円) 

所得、被保険者数、年齢階層、医療費等の情報か

ら算定された納付金額を計上し、県に納める。 
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（４）保健事業費 

保健事業費については、前年度当初２，６５３万８千円に対し、本年度当初２，８

０６万９千円とし、前年度当初対比５．８％（１５３万１千円）の増を計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

5款 保健事業費  1項 特定健康診査等事業費  1目 特定健康診査等事業費 

○特定健康診査等事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・特定健康診査等 

事業費 

20,834千円 

(20,028千円) 

メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）に

着目した 40 歳以上 75 歳未満の被保険者を対象と

する健診等を実施する。 

5款 保健事業費  2項 保健事業費  2目 疾病予防費 

○疾病予防費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・疾病予防費 
5,036千円 

(4,522千円) 

疾病の重症化による医療費の増加防止及び健康維

持のため、30歳以上の被保険者を対象とする人間

ドック事業を実施する。 

（５）諸支出金 

諸支出金については、本年度当初１，７８２万１千円を計上しました。 

（６）予備費 

予備費については、本年度当初７００万円を計上しました。 



土 地 取 得 特 別 会 計 
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１．予算規模 

土地取得特別会計の予算総額は、前年度当初と同額の２０万円を計上しました。 

２．歳 入 

（１）財産収入 

 財産収入については、前年度当初と同額の１９万８千円を計上しました。 

（２）繰入金 

繰入金については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。 

（３）繰越金 

繰越金については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。 

３．歳 出 

（１）総務費 

総務費については、前年度当初と同額の１９万９千円を計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

1款 総務費  1項 総務管理費  1目 土地開発基金 

○土地開発基金

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・土地開発基金積立金 
199千円 

(199千円) 

定期預金で運用している土地開発基金の利息分

を積み立てる。 

（２）普通財産取得費 

普通財産取得費については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。 



介 護 保 険 特 別 会 計 

（ 保 険 事 業 勘 定 ） 
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１．予算規模 

 介護保険特別会計（保険事業勘定）の予算総額は、前年度当初１５億７，７２５万２

千円に対し、本年度当初１６億１，２８８万３千円とし、前年度当初対比２．３％（３，

５６３万１千円）の増を計上しました。 

なお、予算積算時に用いた基礎数値は、第１号被保険者数を６，７９４人としました。 

２．歳 入 

（１）保険料 

  保険料については、前年度当初４億２，１９８万円に対し、本年度当初４億２，８

４３万３千円とし、前年度当初対比１．５％（６４５万３千円）の増を計上しました。 

（２）使用料及び手数料 

使用料及び手数料については、事業者指定等事務手数料として本年度当初５万円を

計上しました。 

（３）国庫支出金 

  国庫支出金については、介護保険法で規定する負担割合により、介護給付費負担金

として２億５，８５０万７千円、地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合

事業）として１，２５５万１千円、地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総

合事業以外の地域支援事業）として１，１３５万１千円を見込むなど、前年度当初２

億７，９９２万１千円に対し、本年度当初２億８，６０６万９千円とし、前年度当初

対比２．２％（６１４万８千円）の増を計上しました。 

（４）支払基金交付金 

  支払基金交付金については、介護保険法で規定する負担割合により、介護給付費交

付金として３億９，９３７万７千円、地域支援事業支援交付金として１，６９４万３

千円を見込み、前年度当初４億４８３万４千円に対し、本年度当初４億１，６３２万

円とし、前年度当初対比２．８％（１，１４８万６千円）の増を計上しました。 

（５）県支出金 

  県支出金については、介護保険法で規定する負担割合により、介護給付費負担金と

して２億２，２２２万１千円、地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事

業）として７８４万４千円、地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業

以外の地域支援事業）として５６７万５千円を見込むなど、前年度当初２億３，１３

６万１千円に対し、本年度当初２億３，５７４万１千円とし、前年度当初対比１．９％

（４３８万円）の増を計上しました。 



- 37 - 

（６）財産収入 

財産収入については、前年度当初２万７千円に対し、本年度当初３万３千円とし、

前年度当初対比２２．２％（６千円）の増を計上しました。 

（７）繰入金 

  繰入金については、介護保険法で規定する負担割合により、一般会計から介護給付

費繰入金として１億８，４８９万６千円、地域支援事業繰入金（介護予防・日常生活

支援総合事業）として７８４万４千円、地域支援事業繰入金（介護予防・日常生活支

援総合事業以外の地域支援事業）として５６７万５千円、また、事務費の財源に充当

するため、その他一般会計繰入金として４，１０４万３千円を見込むなど、前年度当

初２億３，９１２万３千円に対し、本年度当初２億４，６２３万１千円とし、前年度

当初対比３．０％（７１０万８千円）の増を計上しました。 

（８）繰越金 

繰越金については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。 

（９）諸収入 

諸収入については、前年度当初と同額の５千円を計上しました。 
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３．歳 出 

（１）総務費 

総務費については、前年度当初４，２６２万４千円に対し、本年度当初４，１０９

万４千円とし、前年度当初対比３．６％（１５３万円）の減を計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。

1款 総務費  1項 総務管理費  1目 一般管理費 

○一般管理費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・地域包括支援センター

運営協議会委員謝礼 

59千円 

(59千円) 

大治町地域包括支援センターの適切な運営、公

正及び中立性の確保その他センターの円滑かつ

適正な運営を図るため協議会を設置する。 

・地域密着型サービス 

 運営委員会委員謝礼 

234千円 

(234千円) 

介護保険法に基づき、地域密着型サービス及び

地域密着型介護予防サービスの適正な運営を確

保するため委員会を設置する。 

・介護保険電算システム

委託業務 

内訳 

介護保険電算システム

保守委託料 

介護保険電算業務 

委託料 

介護保険電算システム

機器借上料 

10,719千円 

(11,992千円) 

2,829千円 

6,088千円 

1,802千円 

介護保険事務を円滑かつ適正に実施するため、

介護保険電算システムを導入する。 

・海部東部消防組合負担

金（介護保険認定審査

会） 

25,857千円 

(25,546千円) 

介護保険法に基づく介護保険認定審査会を、海

部東部消防組合で実施するため経費を負担す

る。 

1款 総務費  2項 徴収費  1目 賦課徴収費 

○賦課徴収費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・賦課徴収費 
1,572千円 

(1,674千円) 

第１号被保険者の介護保険料納付に係る事務に

必要な経費を計上する。 
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（２）保険給付費 

保険給付費については、前年度当初１４億３，９９６万８千円に対し、本年度当初

１４億７，９１７万５千円とし、前年度当初対比２．７％（３，９２０万７千円）の

増を計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

2款 保険給付費  1項 介護サービス等諸費  1目 介護サービス等諸費 

○介護サービス等諸費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・介護サービス等諸費 
1,392,814千円 

(1,354,295千円) 

加齢による病気等で要介護状態となり、入浴・

排せつ・食事等の介護、機能訓練、看護・療養

上の管理等の医療が必要な人に対してサービス

を提供する。 

2款 保険給付費  2項 審査支払手数料  1目 審査支払手数料 

○審査支払手数料

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・審査支払手数料 
783千円 

(817千円) 

介護給付費請求書の審査支払事務を愛知県国民

健康保険団体連合会に委託する。 

2款 保険給付費  3項 高額介護サービス等費  1目 高額介護サービス等費 

○高額介護サービス等費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・高額介護サービス等費 
34,800千円 

(37,236千円) 

要介護者等が１カ月に支払った利用者負担が、

所得区分に応じて、世帯単位および個人単位で

負担限度額を超えたとき払い戻す。 

2款 保険給付費  4項 高額医療合算介護サービス等費 

  1目 高額医療合算介護サービス等費 

○高額医療合算介護サービス等費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・高額医療合算介護サー

ビス等費 

4,578千円 

(4,300千円) 

世帯の１年間の介護保険の利用者負担額と医療

保険・後期高齢者医療の一部負担金等を合算し

た額が、所得区分に応じて、世帯の負担限度額

を超えたとき払い戻す。 
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2款 保険給付費  5項 特定入所者介護サービス等費  

1目 特定入所者介護サービス等費 

○特定入所者介護サービス等費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・特定入所者介護サービ

ス等費 

46,200千円 

(43,320千円) 

低所得の要介護者が施設サービスや短期入所サ

ービスを利用したとき、食費・居住費について

補足給付として支給する。 

（３）地域支援事業費 

地域支援事業費については、前年度当初９，０７８万３千円に対し、本年度当初９，

２２４万円とし、前年度当初対比１．６％（１４５万７千円）の増を計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

3款 地域支援事業費  1項 地域支援事業費  1目 地域支援事業費 

○介護予防・生活支援サービス事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・介護予防・生活支援 

サービス事業費 

60,386千円 

(57,713千円) 

要支援認定を受けた人や基本チェックリストで

該当とされた人を対象に、介護予防ケアマネジ

メントのもと、訪問型サービスや通所型サービ

スを提供するための経費を計上する。 

○一般介護予防事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・一般介護予防事業費 
2,201千円 

(1,629千円) 

第１号被保険者を対象に、介護予防を目的に健

康生きがいづくり講座として実施する各種介護

予防教室の開催や、地域介護予防活動支援とし

て地域における住民主体の介護予防活動の育

成・支援を行うための経費を計上する。 

○包括的支援事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・地域包括支援センター

運営委託料 

23,657千円 

(25,027千円) 

地域住民の心身の健康の保持と生活の安定のた

めに必要な援助を行うことにより、保健医療の

向上・福祉の増進を包括的に支援するため地域

包括支援センターの運営を委託する。 
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○在宅医療・介護連携推進事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・在宅医療・介護連携推

進事業負担金 

4,911千円 

(5,447千円) 

海部医療圏において在宅医療と介護の連携体制

を構築するため、７市町村（津島市、愛西市、

弥富市、あま市、大治町、蟹江町、飛島村）で

在宅医療・介護連携支援センター（通称：あま

さぽ）を設置し、運営するための経費を負担す

る。 

3款 地域支援事業費  1項 地域支援事業費  2目 審査支払手数料 

○審査支払手数料

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・審査支払手数料 
165千円 

(82千円) 

介護予防・日常生活支援総合事業費請求書の審

査支払事務を愛知県国民健康保険団体連合会に

委託する。 

（４）基金積立金 

基金積立金については、前年度当初３３５万５千円に対し、本年度当初３万３千円

とし、前年度当初対比９９．０％（３３２万２千円）の減を計上しました。 

（５）諸支出金 

諸支出金については、前年度当初５２万２千円に対し、本年度当初３４万１千円と

し、前年度当初対比３４．７％（１８万１千円）の減を計上しました。 



介 護 保 険 特 別 会 計 

（介護サービス事業勘定） 
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１.予算規模

介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）の予算総額は、前年度当初１，７０４万

４千円に対し、本年度当初１，７２５万３千円とし、前年度当初対比１．２％（２０万

９千円）の増を計上しました。 

なお、予算積算時に用いた基礎数値の利用者人数は、地域密着型通所介護サービスを

要介護７人、地域支援事業通所型サービスを要支援９人としました。 

２．歳 入 

（１）サービス収入 

サービス収入については、地域密着型通所介護サービス費として８３３万５千円を

見込むなど、前年度当初１，３５３万６千円に対し、本年度当初１，３７９万５千円

とし、前年度当初対比１．９％（２５万９千円）の増を計上しました。 

（２）財産収入 

  財産収入については、前年度当初と同額の５千円を計上しました。 

（３）繰入金 

  繰入金については、前年度当初３５０万２千円に対し、本年度当初３４５万２千円

とし、前年度当初対比１．４％（５万円）の減を計上しました。 

（４）繰越金 

  繰越金については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。 
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３．歳 出 

（１）総務費 

  総務費については、前年度当初５２２万１千円に対し、本年度当初５４９万８千 

円とし、前年度当初対比５．３％（２７万７千円）の増を計上しました。 

 主な事業は、次のとおりです。 

1款 総務費  1項 施設管理費  1目 一般管理費 

○在宅老人デイサービスセンター管理費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・在宅老人デイサービス 

センター管理費 

806千円 

(686千円) 

在宅老人デイサービスセンターの施設管理に係

る経費を計上する。 

【新規】 

・地域密着型事業所指定 

更新手数料 

10千円 
平成 31年度から更新の際手数料の支払いが必要

となったため、計上する。 

（２）サービス事業費 

 サービス事業費については、前年度当初１，１８１万６千円に対し、本年度当初１， 

１７４万８千円とし、前年度当初対比０．６％（６万８千円）の減を計上しました。 

 主な事業は、次のとおりです。 

2款 サービス事業費  1項 居宅サービス事業費  

1目 居宅介護サービス事業費 

○在宅老人デイサービスセンター居宅介護サービス事業費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・在宅老人デイサービス 

センター居宅介護 

サービス事業費 

11,748千円 

(11,816千円) 

在宅老人デイサービスセンターの運営に係る経

費を計上する。 

（３）基金積立金 

基金積立金については、前年度当初と同額の６千円を計上しました。 

（４）諸支出金 

  諸支出金については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。 



公共下水道事業特別会計 
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１．予算規模 

公共下水道事業特別会計の予算総額は、前年度当初５億３，０７７万３千円に対し、

本年度当初６億２，０４７万４千円とし、前年度当初対比１６．９％（８，９７０万１

千円）の増を計上しました。 

２．歳 入 

（１）分担金及び負担金 

分担金及び負担金については、下水道事業受益者負担金として、前年度当初５５０

万１千円に対し、本年度当初５１０万１千円とし、前年度当初対比７．３％（４０万

円）の減を計上しました。 

（２）使用料及び手数料 

使用料及び手数料については、前年度当初４，３３９万４千円に対し、本年度当初

４，７２６万６千円とし、前年度当初対比８．９％（３８７万２千円）の増を計上し

ました。 

（３）国庫支出金 

国庫支出金については、社会資本整備総合交付金として、前年度当初９，２００万

円に対し、本年度当初１億６５０万円とし、前年度当初対比１５．８％（１，４５０

万円）の増を計上しました。 

（４）繰入金 

繰入金については、一般会計繰入金として、前年度当初１億５，８８７万４千円に

対し、本年度当初１億８，０７０万３千円とし、前年度当初対比１３．７％（２，１

８２万９千円）の増を計上しました。 

（５）繰越金 

繰越金については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。 

（６）諸収入 

諸収入については、前年度当初１，０００万３千円に対し、本年度当初１，１００

万３千円として、前年度当初対比１０．０％（１００万円）の増を計上しました。 

（７）町債 

町債については、公共下水道事業費に係る公共下水道債として２億４，４５０万円、

流域下水道事業建設負担金に係る流域下水道債として２，５４０万円を見込み、前年

度当初２億２，１００万円に対し、本年度当初２億６，９９０万円とし、前年度当初

対比２２．１％（４，８９０万円）の増を計上しました。 
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３．歳 出 

（１）総務費 

下水道事業に係る事務に必要な経費として、前年度当初１億３，０５８万８千円に

対し、本年度当初１億３，４６３万２千円とし、前年度当初対比３．１％（４０４万

４千円）の増を計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

1 款 総務費  1 項 総務管理費  1 目 一般管理費 

○下水道総務事務費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・公営企業会計移行業務

委託料 

8,976千円 

(13,479千円) 

公営企業会計への移行に伴い、条例・規則の整

備、予算編成等の検討を行う。 

【新規】 

・デザインマンホール 

作製業務委託料 

500千円 

官学連携事業において選定されたデザインを活

用し、下水道啓発の一環であるデザインマンホ

ールを作製する。 

【新規】 

・公営企業会計システム 

使用料 

1,962千円 
公営企業会計への移行に伴い、複式簿記による

会計処理を行うためのシステムを使用する。 

・日光川下流流域下水道 

事業建設負担金 

25,466千円 

(26,113千円) 

日光川下流流域下水道の建設費（管渠等）を関

連市町（津島市、愛西市、弥富市、あま市、大

治町、蟹江町）が負担する。 

1 款 総務費  1 項 総務管理費  2 目 維持管理費 

○維持管理費

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・下水道処理委託料 
103千円 

(102千円) 

名古屋市に隣接する区域において、下水道の処

理を名古屋市上下水道局へ委託する。 

・日光川下流流域下水道 

維持管理費負担金 

49,727千円 

(45,820千円) 

愛知県が管理する日光川下流流域下水道の維持

管理費に必要な経費を関連市町が負担する。 

・下水道使用料徴収 

事務費負担金 

3,184千円 

(2,805千円) 

下水道使用料の徴収事務を名古屋市上下水道局

へ委託しているため、その事務処理にかかる費

用を負担する。 
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（２）下水道事業費 

公共下水道事業に係る事業に必要な経費として、前年度当初２億９，０９２万１千

円に対し、本年度当初３億６，９２７万７千円とし、前年度当初対比２６．９％（７，

８３５万６千円）の増を計上しました。 

  主な事業は、次のとおりです。 

2 款 下水道事業費  1 項 下水道事業費  1 目 下水道事業費 

○下水道事業

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・公共下水道実施設計 

業務等委託料 

53,300千円 

(32,400千円) 

下水道管渠の敷設工事に必要な詳細設計を行

い、工事に必要な設計図書等を作成する。 

・物件調査業務委託料 
3,960千円 

(520千円) 

下水道管渠の敷設工事により、影響範囲の家屋

等を調査する。 

・公共下水道工事費 
263,000千円 

(230,000千円) 

下水道管渠の敷設工事及び前年度以前に管渠敷

設施工した箇所の舗装復旧工事を実施する。 

・物件移転補償費 
49,000千円 

(28,000千円) 

下水道管渠の敷設工事により支障となる、水道

管及びガス管等の移設費用。 

（３）公債費 

前年度当初１億９２６万３千円に対し、本年度当初１億１，６５６万４千円とし、

前年度当初対比６．７％（７３０万１千円）の増を計上しました。 

（４）諸支出金 

諸支出金については、前年度当初と同額の１千円を計上しました。 



後期高齢者医療特別会計
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１．予算規模 

後期高齢者医療特別会計の予算総額は、前年度当初５億６，９１５万３千円に対し、

本年度当初５億９，０２０万７千円とし、前年度当初対比３．７％（２，１０５万４千

円）の増を計上しました。 

なお、この予算積算時に用いた基礎数値は、被保険者数を３，４３６人としました。 

２．歳 入 

（１）保険料 

  保険料については、前年度当初２億６，８３１万円に対し、本年度当初２億８，３

３７万２千円とし、前年度当初対比５．６％（１，５０６万２千円）の増を計上しま

した。 

（２）繰入金 

  繰入金については、療養給付費繰入金として２億２，４０４万円、広域連合事務費

繰入金として７４０万円、保険基盤安定繰入金として５，４００万円を見込むなど、

前年度当初２億８，７３４万６千円に対し、本年度当初２億９，２３３万２千円とし、

前年度当初対比１．７％（４９８万６千円）の増を計上しました。 

（３）諸収入 

諸収入については、前年度当初１，３４９万６千円に対し、本年度当初１，４５０

万２千円とし、前年度当初対比７．５％（１００万６千円）の増を計上しました。 

主なものとして、受託事業収入については、前年度当初１，２１１万７千円に対し、

本年度当初１，３１１万８千円とし、前年度当初対比８．３％（１００万１千円）の

増を計上しました。 

３．歳 出 

（１）総務費 

  前年度当初２５２万８千円に対し、本年度当初２６４万３千円とし、前年度当初対

比４．５％（１１万５千円）の増を計上しました。 

（２）広域連合納付金 

前年度当初５億４，９２３万６千円に対し、本年度当初５億６，８８１万４千円と

し、前年度当初対比３．６％（１，９５７万８千円）の増を計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 
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2款 広域連合納付金 1項 後期高齢者医療広域連合納付金 

1目 後期高齢者医療広域連合納付金 

〇後期高齢者医療広域連合納付金 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・保険料等負担金 
337,374千円 

(321,312千円) 

愛知県後期高齢者医療広域連合へ徴収した保険

料等を負担する。 

・療養給付費負担金 
224,040千円 

(218,724千円) 

愛知県後期高齢者医療広域連合へ後期高齢者医

療制度の医療にかかる費用のうちの公費（町）

分を負担する。 

・広域連合事務費負担金 
7,400千円 

(9,200千円) 

愛知県後期高齢者医療広域連合の運営に係る事

務費を構成市町村で負担する。 

（３）保健事業費 

前年度当初１，６７２万８千円に対し、本年度当初１，８２６万９千円とし、前年

度当初対比９．２％（１５４万１千円）の増を計上しました。 

主な事業は、次のとおりです。 

3款 保健事業費  1項 健康診査等事業費  １目 健康診査等事業費 

〇健康診査等事業費 

項 目 当初予算額 
（ ）内は前年度 

内 容 

・集団健康診査等事業 

委託料 

1,140千円 

(684千円) 

健康診査等事業費のうち、保健センターで集団

受診する場合の健康診査業務を委託する。 

・個別健康診査等事業 

委託料 

14,702千円 

(13,999千円) 

健康診査等事業費のうち、指定医療機関で個別

受診する場合の健康診査業務を委託する。 

・人間ドック検査委託料 
1,452千円 

(1,099千円) 

疾病の早期発見及び健康維持のため、被保険者

の人間ドック事業を実施する。 
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